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はじめに 

 現在日本では、少子高齢化から来る労動力人口の減少に悩まされている。我々

は、その要因の一つが非正規雇用労働者の増加にあると考えた。彼らのような非

正規雇用労働者の賃金の低さでは結婚や子育ては厳しく、結果として将来の労

働力人口に影響を及ぼしている可能性がある。非正規雇用労働者も正規雇用労

働者と同じ労働条件があれば、生活に余裕が生まれ、結婚や出産を視野に入れや

すくなるはずだ。 

 そこで、非正規雇用労働者の現状と増加した原因を政策研究とし、非正規雇用

労働者が結婚・出産できるような処遇改善案を政策提言として取り上げていく。 

 

 

第一章 政策研究：非正規雇用労働者の現状 

1-1. 増加の背景 

はじめに非正規雇用労働者の推移について見ていく。図１から日本の非正規

雇用労働者数は年々増加傾向にあり、最近では全労働者数の約 4 割を占めてい



ることが分かる。今後も経済成⻑の見込めない現代では、ますます労働者を非正

規で雇う割合が大きくなっていくと思われる。 

では、なぜ企業側は非正規雇用労働者を雇うのか。図２によると、企業は賃金

の節約のために非正規雇用労働者を活用している。非正規雇用労働者は時間あ

たりの賃金が正規雇用に比べて安いだけでなく、退職金や社会保険料が支払わ

れないことが多いため人件費を抑制しやすい。また、基本的に終身雇用な正規雇

用に対して、非正規雇用には短い契約期間を定めることができるので、繁忙期な

どの必要な時に人を増やすことができ、業務が落ち着いている時には雇用を維

持する責任がなくなるという雇用の調整がしやすいというメリットがあるから

だ。企業からしてみれば、都合の良いときに短期間低賃金で雇える非正規雇用労

働者は非常に使い勝手がいいものとなっている。 

 

(図 1) 正規雇用と非正規雇用労働者の推移 

 



 

(図 2)企業が非正規雇用労働者を活用する理由 

 

 
 

 

1-2. 派遣社員の増加 

非正規雇用労働者の増加の背景には、派遣に関する規制緩和も大きく関わっ

ている。1986 年(昭和 61 年)に派遣社員を保護する趣旨のもと労働者派遣法が

施行され、これまでは禁止されていた労働者供給事業が秘書や建築物清掃等を

含む 13 業務に限り派遣が認められた。その後、1990 年代のバブル崩壊により

企業の業績が悪化したことで、1996 年(平成 8 年)に企業が人材派遣を利用しや

すいようにさらなる規制緩和が進められた。研究開発や広告デザイン・アナウ



ンサー等専門性の高い職を含む 26 業務の派遣が規制緩和の対象となり、1999

年(平成 11 年)には製造業・港湾運送・建設・警備・医療を除き派遣できる業

務が原則自由化された。これらの規制緩和により派遣社員の数は増加してい

き、2004 年(平成 16 年)には製造業への派遣も解禁されたことで、今後も派遣

社員は増加していくと考えられる。 

実際に図 3 を見ると、2002 年(平成 14 年)には派遣社員が 43 万人だったの

に対して、ほとんどの業務で派遣社員が認められるようになった 2007 年(平成

19 年)では 133 万人まで増加している事が分かる。年(平成 24 年)はリーマン・

ショックの影響で派遣社員数自体は減少したものの年(平成 29 年)は再び増加

している。 

 

(図 3) 非正規雇用労働者の推移（雇用形態別） 

 



 

 

1-3. 正規雇用労働者との格差 ①賃金格差 

前述したように、企業は賃金の節約の為に非正規雇用労働者を採用している

ことが分かった。では、正規雇用労働者との間にどれほどの賃金格差があるか

を調べていきたい。 

図 4 では両者の年収を比べている。正規雇用労働者の年収は 493.7 万円、非

正規雇用労働者の年収は 175.1 万円となっており、約 300 万円も年収に開きが

あることが分かる。さらに 2018 年にはその差が約 324 万円となり、年収格差

は年々広がっている。 

それに伴い、生涯年収・生涯賃金も大きな差が出ている。図 5 は正規雇用労

働者の生涯年収・生涯賃金を 100 としたときの非正規雇用労働者の生涯年収の

割合を示している。男性も女性も正規雇用労働者の約 6 割程度しか生涯で稼げ

ておらず、非正規雇用労働者の特に女性では生涯年収で 1 億円を超えることす

ら難しく、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の格差がはっきりと確認でき

る。 

 

(図 4) 2016 年度 正規・非正規年収データ 



 
 

(図 5)2017 年度 正規雇用労働者の年収を 100 としたときの非正雇用労働者の

割合 

 
 

 

1-3. 正規雇用労働者との格差 ②待遇格差 

非正規雇用労働者の年収が低い理由としてそもそも一日の勤務時間が短いこ

とが挙げられる。図 6 で分かるように、6 時間未満の割合が 38％と高くなって



いる。その一方で、7 時間〜8 時間未満や 8 時間〜9 時間未満など、正規雇用労

働者と同程度またはそれ以上勤務している者もいる。 

なぜ正規雇用労働者と同程度勤務する非正規雇用労働者の年収が低いのか。

それは企業が非正規雇用労働者を活用する理由に原因がある。前述したよう

に、企業は賃金の節約の為に社内の非正規雇用労働者の割合を増やしている。

さらに、賃金だけでなく、非正規雇用労働者に有ってもおかしくない手当等を

支給してない企業が多くあることが分かった。 

そこで、パートタイム労働者(非正規雇用労働者)にどれだけ手当等を支給し

ているのかアンケートが取られ、図 7 がアンケートの結果となっている。賞

与、退職金、慶弔休暇などでは正社員との差が大きくなっている。 

 

(図 6)一日の平均勤務時間 

 

 

 

 

 

 



(図 7)パートタイム労働者に対する各種手当等の支給状況(複数回答可) 

 
 

1-4. まとめ 

低賃金で雇うことのできる非正規雇用者の数は年々増加傾向にあり、また、

今後も増えると予測されている。しかし、非正規雇用者達は、正規雇用者と同

じ時間働いているにも関わらず、手当がもらえない状況にある。今のままで

は、非正規雇用労働者が結婚や出産のための金的余裕が生まれないことはもっ

ともである。 

そこで次章からは、非正規雇用労働者のそのような現状を打破できるような

政策を述べていきたい。 

 

第二章 政策提言：非正規雇用労働者の処遇改善案 



2-1. 外国の政策 ①フレキシキュリティ(デンマーク、オランダ) 

フレキシキュリティとは、労働市場の柔軟さ「flexibility」と労働者の保護

「security」を両立させた政策である。この政策が導入されているデンマークや

オランダでは正規労働者と非正規労働者の均等待遇が定着している。 

労働市場全体の柔軟性を高めることで企業が必要に応じて労働者を解雇しや

すくなるものの、労働者は失業時に手厚い社会保障、失業給付制度によって生活

が保障され、充実した職業訓練プログラムを受けることで比較的短期に労働市

場へと戻ることができる。フレキシキュリティ政策は柔軟な産業転換と労働者

の安全保障の充実を可能とし、正規と非正規という労働市場の二極化を防いで

いる。 

 

(図 8)デンマークのゴールデン・トライアングル(フレキシキュリティ) 

 

労働市場の流動化

手厚い失業給付
積極的労働市場政策
(充実した職業教育訓

練)



しかし、日本にフレキシキュリティを取り入れるためには課題がある。デンマ

ークやオランダでは失業手当を受け取るためには職業訓練プログラムへの参加

が義務付けられており、職業学校と企業の両方で教育を受けられるデュアルシ

ステムなど職業教育訓練を市場全体で行うものとして重視しているが、現状と

して日本における職業教育訓練は各企業における OJT を中心とした教育訓練と

なっており抜本的強化に取り組む必要がある。また企業による解雇の自由の拡

大により失業手当給付が急増することを考慮すると、フレキシキュリティ政策

は福祉国家を基盤にしたものであるため、直ちに低福祉国家の日本へ導入する

ことは難しいと考えられる。 

 

2-1. 外国の政策 ②CDI と CDD(フランス) 

次にフランスの政策について取り上げたいと思う。フランスには大きく分け

て、無期限雇用（CDI）と有期限雇用（CDD）の二つの雇用形態があり、どち

らの雇用契約にもフルタイムとパートタイムが存在している。フランスの無期

限雇用（CDI）は日本で言う正規雇用のことであり、フランスにはフルタイム

で働く正規雇用とパートタイムで働く正規雇用がいる。フルタイムとパートタ

イムの違いは勤務時間の差による賃金の差だけであり、パートタイムであって

もフルタイムと福利厚生など同じ待遇を受けることができる。 



(図 9)フランスにおける雇用形態別構成比の推移(％) 

フランスでは、有期限雇用（日本で言う非正規雇用）も法律の定めにより正

規雇用と変わらない待遇を受けることができ、同じ仕事に就いている限り、雇

用形態に関わらず同一の賃金を支給する同一労働同一賃金の制度が浸透してい

る。 

しかし、日本での同一労働同一賃金というと、2018 年に日本郵政グループが

非正規雇用の待遇の向上のために正規雇用の住居手当・年末手当などの廃止を

決定した例が挙げられる。また欧州では職務内容と成果に基づき給料が決定さ

れるのが一般的であるのに対し(職務給)、日本は年齢や勤続年数に応じて自動

的に職能の等級が上がっていく傾向が強い(職能給)。つまり⻑年築き上げられ

てきた日本の雇用システムにおいて同一労働同一賃金の浸透は難しく、同一労



働同一賃金の導入による成果はあまり期待できない。 

2-2. 短時間正社員の普及 

以上のことから私たちは、実現可能な非正規雇用労働者の処遇改善案とし

て、意欲や能力の高いパートタイマーなどの非正規雇用の労働者に「短時間正

社員制度」を適用する正社員雇用促進策を提言したい。 

パートタイムの正社員という働き方は、育児などでフルタイム正社員として

継続就業の難しい女性も雇用保障を受けられ、人材の定着率上昇、女性管理職

増加にもつながる。今後増加する高齢者の介護ニーズにおいては、短日勤務の

希望も多くなると考えられる。2018 年 3 月「望ましい働き方と短時間正社

員」働く主婦層を対象としたアンケート調査では 77.2％が「短時間正社員で働

いてみたい」と回答。また、今もっとも望ましい働き方を尋ねる質問でも、

32.7％が「短時間正社員」と回答している。実際に短時間正社員を導入してい

る日本企業の例として、モロゾフ株式会社は短時間正社員制度である「ショー

トタイム社員制度」を 2007 年から導入している。正社員に比べてパートタイ

マーの比率が大きく、そのほとんどが店舗勤務であった。売上は直接的にはパ

ートタイマーの活躍であることから、店舗当たりの売上向上のためにもパート

タイマーの質を考慮し制度を導入。フルタイムとショートタイムを行き来する

ことも可能である。 



 

2-3. まとめ 

正社員は、必ずしもフルタイム勤務である必要はないと考える。短時間正社

員の数を増やしていくことは、雇用形態による賃金、待遇格差を解消する第一

歩となり、将来の労働力人口増加にも繋げることができる。 
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